









































































































































































































































































































































































































































































































隼　　別 1994 1995 1996（1－4
行業別 件数 金額 比重 件数 金額 比重 件数 金額 比重
電子及び電器製造業 148 157．0 16．3 84 214．8 197 24 6τ6 18．3
食晶・飲料製造業 73 145．8 15．2 32 117．4 1α7 10 43．3 11．7
基礎金属加工業 79 90．3 94 50 116．8 1α7 15 45．2 12．2
運送器具製造業 19 35．7 3．7 47 102．0 9．3 15 63．6 17．2
化学製品製造業 82 89．3 9．3 34 94．6 8．7 8 298 ＆1
プラスチック製造業 82 79．3 7．6 27 62，7 5．7 8 ＆6 2．3
紡績業 40 412 44 22 60£ 5．6 6 18．5 5．0
非金属及び鉱物製品製造業 37 82．6 8．6 19 4τ0 4．3 4 1O．4 2．8
卸し及び小売業 11 13．6 14 22 40．0 3．7 7 14，2 3．8
ゴム製晶製造業 16 21．6 2．2 9 38．0 3．5 4 58 1．6
機械製造業 似 38．7 4．0 18 33，5 3．1 6 4，7 1．3
その他 303 172－4 1z9 126 165．0 15．1 31 5τ3 15．5





業種　　　　　別 1989199C 1991 1992 1993 1994 19959蜘一3〕
電力・電子器材業 102 44 11£ O．2 10，5 12．6 26．8 1＆9
食品業 4．9 3．5 5．1 2．6 2．9 1，9 4．0 6，3
基礎金属加工業 17．2 一1．8 1α3 3，6 13．2 5．5 14．5 一3．7
運送器具業 19．1 1．6 16．3 9．4 4．2 6－2 5．9 一4，9
化学製品製造業 2．9 4，9 14．8 6．7 2．1 7．3 73 1．4
プラスチック製品製造業 一4．0 一6．5 62 一74 一4．1 10．2 一1．1 一8，6
紡績業 1．6 一2．O 143 一8．5 一9．7 11．o 2．6 一6．9
非金属鉱物製品製造業 15．3 4．9 9．O 11．3 12．4 3．2 一4．3 一0．5
コム製品製造業 一2．4 8．1 6．2 3．7 一6，7 一0．3 74 0，1
機械製造業 94 8．5 124 3．3 5．4 6．4 6．4 3，1
製造業総産出高に占める重化学及び技術集約型産業産出高の比重















































































































貿易総額 輸出額（試算値） 輸入額 貿易バフンス
金額 比重％ 減率％ 金額 比重％ 増減率％ 金額 比重％ 増減率％ 金額 減率％
1991年 7，525．8 5，4 66．86，928．39．1 66．1 597．5 0．9 74．96，330．865．3
1992年 1O，443．9 6．8 38．89，696．811．1 40．0747．1 1．o 25．08，949．741．4
1993年 13，743－3 8．5 31－612，727－814．9 31．31，C15．5 1，3 35911，712．330．9
1994年 16，511．7 9．3 20．114，653，815．7 15．11，858．7 2．2 83．012．794392
1995年 20，989．6 9名 27．117，898．216．0 22，13，091．4 3．0 66314，806．8157
1－6月 10，432．O 1O」〕 36．88，846－816．6 29．51．5852 3．0 98．67，261．620．4
I996年
1－6月 10μ0．9 9．7 O．1 8，980．515．9 1．5 1，460．4 2．9 △7．9 7，520．1 3．6
1月 2，020．8 9．9 41．91，695．515．8 47．8325．3 3．4 17．51，37α2 57，4
2月 1，196．715．6△22．9 1，002．813．3△26．1 193．9 2．8 △1，5 808．9△30－2
3月 1，626．0 9．5 △52 1，437－615．9△2．9 188．4 2．3 △23，5 1．2492 1．3
4月 1，970－71O．2 △1．0 1，706．216．9△0．1 264．5 2．9 △6．2 1，似1．7 L1
5月 1，824－8 10．6 △9．4 1，582．716．6 △8．2 242．1 3．2 △16．3 1，340．6△6．6









金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
輸出総額 8，980．51oo刀8，846．81oo①133．7 1．5
機械機器及び同部品 84 1，224．213．61，王68．9 ユ32 55．3 4．7
電機設備及び部品 85 1．1894 13．21，214．713．7△25．3 △2．1
プラスチツク，同製品 39 1，074．112．01，100．512．4△26．4 △24
人造繊維糸 54 737．5 8．2 7988 9－0 △61．3 △7．7
工業用紡織物 59 632．4 7．0 676．7 7．6 △443△6．5
人造繊維綿 55 394．1 44 425．1 4．8 △304△7，3
鉄鋼 72 388．3 4．3 1793 2．0 208．9116．5
メリヤス製品 60 371．4 4．1 333．9 3．8 37．5 11．2
生皮革 41 313．2 3．5 316．8 3．6 △3．1 △1I1
その他車両，同部品 87 252．4 2．8 254．0 2．9 △1．6 △O．6
出所）台湾海関統計，香港海関統計
　　但し，（財）交流協会「交流」雑誌，No538，6ぺ一ジ，96年9月より。
みよう：表皿一4の中でマイナスとなっている
種目はプラスチックと繊維関連の商品が中心で
あることがわかる。表I－1の中で出ていた近
年の対大陸投資の主役である機械機器の輸出は
表n－4で4．7％の成長を記録し，平均の1．5％
より上回った。構成比も上がっていることがわ
かる。ここでもある程度いえることは，近年の
重化学産業の対大陸投資は貿易に影響し，空洞
化につながると簡単に結論づけられない。大陸
との経済交流による島内のこれらの部門の貿
易・投資とも成長しているのが現状である。急
減している種目はずいぶん前から対大陸に移転
したものであり，特定の化繊などの川中部分に
属するものについて，多少影響はあるが，同業
種の大陸移転による原因もあろうが，それより
も他の外資による大陸国内の同業種のキャッチ
アップ，そしてより安い韓国からの同製品輸入
の急増も大きな要因である1・〕。また繊維製品・
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アパレル製品の完成品の輸出先である米国から
の輸入制限が近年厳しくなったこともあって，
台湾からの中間財輸入が減ることに繋がった。
この部分の台湾輸出減少とその業種の空洞化発
生は世界経済的な視点でみる必要がある。
　3．製靴集の空洞化と高度化
　以上の分析で，現時点では台湾の空洞化が発
生し，輸出に影響がでている部分は労働集約型
産業が中心であることがわかる。これらの産業
の具体的な様相はどうであるか，現在どのよう
な対応をしているかをみてみよう。製靴業はひ
とつの代表的な業種である。アジ研の在外研究
員の調査によれば，かつて台湾製靴業の中心地
である台中では製靴業者数は最盛期の1400社か
ら96年6月現在80社になった。生産高は最盛期
の8億足から現在1億足になった。空洞化が急
速に進む地域である。だが，当地域では所得が
減少していない，失業率も上がっていないとい
う。対大陸投資により，現在の靴輸出はあわせ
て12億足になる。台中の新しい靴ビジネスとし
て製靴関連機械や製靴原料の輸出が好況であ
る。個別企業にとって対大陸投資はそれまでの
家族経営や下請家庭内工業（代包制）の前近代
的な経営から2，3千人の近代工場にかわり，
管理運営等の面でも大いに高度化したわけであ
名1副。香港は同じケースを経験してきた，いま
香港は世界市場に向けた同業種の企画，販売な
どの総括本部的な存在となった。台中はまだそ
こまではっきりしない。ただ，政府などではこ
のような労働集約型産業の対大陸投資につい
て，いまのところは産業高度化に有益であると
みている。関連中問財の輸出をもたらしている
と評価している。問題はその川中，川上産業自
体が対大陸投資に対して，いまは空洞化の元凶
とみて，否定的な態度をとっていることにあ
る。
　上記の投資・貿易統計からでもある程度読み
取れるが，台湾の対大陸投資は労働集約型産業
のような比較劣位産業が先行した形で展開され
たが，95年から上場企業など大資本が積極的に
投資し，投資業種も最終加工財の川下産業から
川中，川上産業にシフトしはじめた。95年まで
の前段階の投資特徴は小島清氏が主張するかつ
ての「日本型海外直接投資」に似たものであ
る19〕。ただしここでのプル（pu11）要因は台湾
中小企業の適性技術の優位によるものよりも大
陸側の台湾資本に対する傾斜優遇政策によるも
のである。大陸の投資関連の機械設備，原材料
輸入の免税減税措置などにより，この段階の投
資は付随的に「順貿易型志向」投資の効果もも
たらしている。つまり投資関連の中間財輸出を
促進し，台湾島内の中間財産業の好況に貢献し
ている。政府もこの川下部門の空洞化を肯定的
にとらえる傾向がつよい。高度化に貢献できる
と考えたためであろう。だがこの部門の技術優
位，立地優位によるものでないため，「順貿易
型志向」効果を受ける島内の中間材産業も含め
て最終的に大陸の優遇政策しだいでは流れは充
分変わり得る。投資が輸出排除の問題ではない。
空洞化論でさわぐ現段階の中間財部門は現時点
では空洞化していないが，市場の自由化につれ
多国籍化しつつ大企業は利潤最大化，合理化を
追求する中で，最適立地を選び，分業して行く
趨勢は現実には止められないものであり，川中，
川上部門の空洞化議論以前にこの趨勢を認識し
ておく必要があるように思われる。貿易と島内
投資の関係でみれば川下部門が最終財のプーメ
ラン効果があっても，台湾の川中，川上部門の
優位産業の「アメリカ型」投資による中間財の
逆貿易志向にはならないから，島内に中間財業
種はブーメラン効果による影響はない。これら
の部門を狭隆な国内市場に閉じこめておけば，
むしろ大陸市場の喪失により製品の新ライフ・
サイクルの発達のためのR＆Dセンターとして
の後続原資が途絶え，長期的な視点でみれば，
リージョナル化・グローバル化経済の時代に衰
退淘汰されかねない。
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皿　産業空洞化とAPROC計画の方
　　向一むすびにかえて
　ここまでの空洞化実態検証からわかるよう
に，空洞化を全産業で一括的に一地域単位或い
は「ナショナルベース」でとらえると，実態は
必ずしも正確にとらえられない。台湾の空洞化
は業種別に独自な形で長い時聞をかけて各々の
産業が自らの最適立地をもとめて進んでいる。
リージョナル化と国際分業がますます進む今日
において，その選択を容易に可能にした。空洞
化は各各の産業べ一スでとらえるべきであろ
う。各々の産業の空洞化について定義するなら
ば：産業にとっての空洞化は当該産業が活動可
能な経済地域範囲内で諸関違産業と連携プレイ
できない空間に立地して，市場及び他の関連産
業からとり残され，パッシング（PASSING）
されることにより衰退していくことになろう。
政治，国家の枠組により産業立地が一時的に規
定される場合はあるが，P．クルグマンが言うよ
うにそれは必ずしも本来の最適な立地でもな
く，効率的でもない刎，状況変化により，変わ
る可能性もあるうる。冷戦時に台湾は国際加工
基地として最適立地であったが，冷戦後のアジ
ア市場・大陸市場の浮上によづて，状況が変化
した，産業・企業べ一スの活動はとくに多国籍
企業化している企業は純経済原理的な利潤追求
を原動力に地域経済，世界経済への包摂・融合
化を主導しはじめている・1〕。閉鎖的な自己完成
型経済は時代遅れになる。
　ポスト冷戦，ポストNIEsの時代こそ短期的
な個別産業の空洞化に嚇されるより長期的な方
向性を見定めるほうが重要になろう。この意味
で元のAPROC計画の方向性は評価されてよか
ろう。
　そして台湾の産業空洞化について考える場
合，ひとつには，台湾の産業・企業が持つ優位
は何か，である。台湾の経済発展は商人資本に
よる商業的開発からはじまり，戦後の工業化特
徴については，劉進慶氏の研究によれば，台湾
の工業化の基礎は労働集約型工業化であり，工
業化性格は高貯蓄，低投資の商人資本主義性格
なものでもあるため，民間R＆Dに期待できな
い，ハイテク製造業の発展には必ずしも適さな
いという鋭い指摘がある22〕。台湾民間資本の機
敏な環境変化対応能力をもち，業種転換が早い
反面，技術蓄積が弱い。そのかわり，転換能力
がはやいので，常に台湾企業の活力の源泉とな
っている，多額な貿易黒字の源泉でもある。こ
の活力を生かすためには，地理的制限のあると
ころでの無理な規模経済の追求や最先端技術の
開発，投資は逆効果になる。対大陸投資の制限
は長期的にみれば，逆に台湾企業の成長機会，
多角的な展開機会を奪うことになる。
　いまひとつは，APROC計画の長期的な方向
と関連して台湾にとっての最適立地の産業は何
か，である。地理的・人文的条件からして台湾
は東アジアにおける海運，情報，金融，貿易セ
ンター或いは中継基地になるのが最適であろ
う，大陸後背地・市場をもち，また東南アジア
もふくめて，華人ネットワーク，言語・文化の
共通により，独自の中継仲介的な役割を演じら
れる。長い間，商人資本主義活動によるサービ
ス業におけるノウハウを生かして，「国際サー
ビス業基地」をAPROC計画の目指す長期目標
として優先させることが最適と考えられる。台
湾の地理的条件からしても大型製造業の発展な
どには限界がある。人為的な高いコストの製造
業が周辺の支援・関連産業から切り離されてし
まう，最終的に本来の最適立地から或いは経済
の世界化，地域化からとりのこされることこそ
危倶すべきであろう。
　　　　　　　　　　注
ユ）1979年大陸側が呼び掛けた台湾海峡両岸の郵便・通
　信，通商貿易，’海・空通航の直接往来のことをさ
　す。
2）香港「九十年代」雑誌，36ぺ一ジ，96年9月号。
3〕日本でも紹介・研究されている。日本語文献，例え
　ば野村総研の『飛躍する中国と変貌するアジア』95
　年9月。劉進慶「台湾経済の課題と両岸関係の行方」
　『日中経協ジャーナル』96年6月号，N0：33，徐照
　彦のr台湾からアジアのすべてがみえる』時事通信
　杜95，1O月号。
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4）台湾「工商時報」8月18日報道によれば，李談話発
　　表の一週問前，経済学者との懇談会での空洞化論代
　　表論者による議論はそのまま李談話に引用された形
　　となった。なお李談話とほほ同様な論調である空洞
　　化論の代表的論文は陳添枝「亜太運営中心和両岸経
　　貿」（中華経済研究院（台湾）『経済前鰭』第9巻
　　第三期，94年7月）に詳しい。
5）例えば，台湾「工商時報」8月20日のAPROC計画
　　見直しの是非に関する特集では，多くの業者は第三
　　国迂回投資，闇投資など政府の政策を空洞化させて
　　いる事実を指摘。
6）これについての研究は劉　進慶「台湾経済体質総体
　　験」を参照されたい。高希均，李誠編r台湾経験再
　　定位』（台湾）天下文化出版，63ぺ一ジ。
7）野村総研，前掲書，ユ32ぺ一ジ。
8）台湾資本に対する優遇政策について，拙稿「中国直
　　接投資（FDI）導入における傾斜政策一華僑資本，
　　台湾資本に対する優遇傾斜政策の検討を中心
　　に一」京都大学経済学会『経済論叢』第156巻第
　　2・3号，平成7年8・9月号を参照されたい。
9）香港衰退論は95年から欧米を中心に起こった議論で
　　ある。とくに政治的独立権限をもたないため，香港
　　の繁栄は終焉するという論拠を受け，台湾は政治的
　　に強いので，多国籍企業の中国進出は台湾にワンク
　　ッションをおくのが魅力的だとする見解がかなり有
　　力であった。例えば　陳前掲論文　54ぺ一ジ。
10）「中華経済圏」は米国の台湾出身学者により最初に
　　提唱され，多くの批判をうけたが，台湾は「南向政
　　策（東南アジア投資推進）」政策にあわせて，熱心
　　に議論展開された，この辺の事情は徐　照彦，前掲
　　書第三章（ユ94ぺ一ジ〕に詳しい。
1ユ）データは筆者の厘門（アモイ）での台湾企業に対す
　　る聞き取り調査によるもの。
12）台湾『工商時報』8月17日によれば，30億の投資は
　　台湾プラスチックが4億自己資金以外の資金は中国
　　銀行の担保で外銀から借入などで調達する。台湾島
　　内の機械設備調達額は6億ドル以上になる。投資比
　　率，島内調達などの政府審査条件をクリアしてい
　　た。
13）空洞化論に関する整理研究は藤原貞雄の「海外直接
　　投資と日本資本主義．一日本産業空洞化論をめぐっ
　　て一」吉信　粛編著r現代世界経済論の課題と日
　　本』同文舘，89年4月（第4編第10章，264ぺ一ジ）
　　を参照されたい。
ユ4）行政院大陸委員会編「両岸経済統計月報」，96年6
　　月　表10，28ぺ一ジによる。
15）（財）交流協会丁交流』雑誌96年9月，NO：538，
　　23ぺ一ジ。
16）劉進慶「台湾経済の課題と両岸関係の行方」r日中
　　経協ジャーナル』96年6月号，NO：33，28ぺ一ジ。
17）中国の商社は95年よりとくに化学繊維原材料の輸入
　　は韓国の製品へ切り替えた。例えば厘門（アモイ）
　　の台湾貿易専門の特権商社までも転向を余儀なくさ
　　れれ厘1門国貿公司に対する聞き取り調査によ糺
18）川上桃子「台湾靴工業の現在」アジ研『ワールド・
　　トレンド』No13，96年6月を参照されたい。
19〕小島氏の主張の整理については藤原，前掲書，269
　　ぺ一ジを参照されたい。
20）P．クルーグマン著，北村行伸等訳『脱「国境」の経
　　済学』東洋経済新報杜，94年10月。
21）現代世界経済の融合化法則についての研究は，杉本
　　昭七編著『現代世界経済の転換と融合」同文舘，93
　　年7月を参照されたい。
22）台湾商人資本主義工業化性格についての研究は劉
　　進慶「台湾経済体質総体験」を参照されたい。高希
　　均，李誠編『台湾経験再定位』（台湾）天下文化出
　　版，63ぺ一ジ。
　　戦前の台湾の商人資本主義の存在状況について，拙
　　稿「台湾資本主義の発展と商人資本一日本植民地
　　期を中心として一」京都大学経済学会『経済論叢』
　　第154巻第3号，平成6年9月を参照されたい。
（ユ996年12月ユユ日受理）
台湾｢アジア太平洋地域運営センター(APROC)｣計画と産業空洞化--投資･貿易統計の検証を中心に--
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